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第1章 

本調査研究の背景・目的及び手法 
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1. 背景・目的  

1-1 本調査研究の背景  

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制を確保する中で、近年流産や死産を経

験した女性等に対する心理社会的支援の必要性が指摘されている。 

そうした背景を受けて、令和 3 年 5 月 31 日付子母発 0531 第 3 号母子保健課長通知

「流産や死産を経験した女性等への心理社会的支援等について」において、母子保健法第

6 条第 1 項に規定する「妊産婦」には、流産及び死産を経験した女性も含まれ、そうした

方も産婦健康診査事業や産後ケア事業等の対象となることが明確化された。さらには、性

と健康の相談センター事業等における不妊症・不育症等ネットワーク加算として、当事者

団体によるピアサポート活動等への支援を実施しており、支援策の充実が図られている。 

また、流産・死産の情報が連携されていないために、出産を前提とした自治体からの案

内を送付してしまう等、意図せず当事者の方へ精神的負担を与えてしまうようなケースも

報告されている。そのため、死産届に関する情報連携が求められており、令和２年 11 月

20 日付で子母発 1120 第 1 号母子保健課長通知「母子保健施策のための死産情報の共有

について」がなされている。 

こうした背景を受けて、流産・死産を経験した女性に対して、より充実した支援体制を

構築するとともに、医療機関に対しての情報提供や、行政との連携を通じた支援が求めら

れている。 

令和 2 年度には、子ども・子育て支援推進調査研究事業として「流産や死産等を経験した

女性に対する心理社会的支援に関する調査研究」が実施された。流産・死産を経験した女性

に対する心理社会的ケアへのニーズを整理し、行政の支援体制を整備・強化することを目的

とし、流産・死産を経験した女性へのインターネット調査と全国の自治体を対象とした実態

把握調査、都道府県・市町村・医療機関・サポートグループに対するヒアリング調査が実施

された。また、令和 3 年度には、子ども・子育て支援推進調査研究事業として「子どもを亡

くした家族へのグリーフケアに関する調査研究」が実施された。こどもを亡くした家族への

グリーフケアの実施実態や、こどもを亡くした家族の中でも特に人工妊娠中絶を経験した

方への支援ニーズ等の調査・整理を目的とし、人工妊娠中絶を経験した女性を対象としたニ

ーズ調査と支援体制の実態把握のための自治体調査、自治体および医療機関への好事例の

ヒアリングが行われ、「支援の手引き」とこどもを亡くした家族に配布・提示する情報提供

のためのリーフレット作成が実施された。 

1-2 本調査研究の目的  

上記の背景のもと、本調査研究では、流産・死産を経験した女性及び医療機関への調査

を行うことで、 
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① 流産・死産を経験した女性のニーズや課題、求められている支援 

② 流産・死産を経験した女性に対して医療機関が行っている支援の実態や医療機関と行政

の連携体制 

を明らかにしたうえで、これらを踏まえ、 

③ 流産・死産を経験した女性に対する支援策の検討 

を行うことを目的とする。 

 

 

1-3 調査手法  

（１） 有識者検討会 

流産・死産を経験した女性のニーズや課題、必要とされている支援を踏まえ、今後、こ

れらの女性に対するよりよい支援策を検討するため、関係団体等から構成される有識者検

討会を開催した。 

 

＜開催日程および論点＞ 

回数 日程 論点・議題 

第 1 回 令和６（2024）年 

10 月 22 日 

調査の背景・目的、調査全体像の共有 

調査の方向性に関する協議 

調査項目に関する協議 

第 2 回 令和 7（2025）年 

1 月 30 日 

調査結果の報告 

調査を踏まえた現状・今後の課題の整理 

ヒアリング方針の共有 

報告書項目案の共有 
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令和６年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業 

流産・死産等に係る医療機関等における支援のための調査研究事業 

流産・死産等に係る医療機関等における支援のための検討委員会 委員名簿

（敬称略） 

 

委員（五十音順） 

 石丸 明子 国分寺市 子ども家庭部 
   （全国保健師長会推薦） 

 

 遠藤 佑子 周産期グリーフケア はちどりプロジェクト共同代表 
   甲南女子大学 看護リハビリテーション学部 

看護学科 講師 
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   産婦人科部 医長 
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 林 昌子 日本医科大学多摩永山病院 女性診療科・産科 准教授 

   （公益社団法人日本産婦人科医会推薦） 
 

 蛭田 明子 湘南鎌倉医療大学 看護学部看護学科 教授 

（公益社団法人日本看護協会推薦） 
 

オブザーバー 

 
内田 愛子 こども家庭庁 成育局 母子保健課  

母子保健指導専門官 

 
 富田 圭祐 こども家庭庁 成育局 母子保健課 課長補佐 

 

 三宅 温子 こども家庭庁 成育局 母子保健課 課長補佐 
 

     小倉 慎司   こども家庭庁 成育局 母子保健課  課長補佐 

 
 臼井 麗 こども家庭庁 成育局 母子保健課 生殖補助医療係長 

 

 竹内 里織 こども家庭庁 成育局 母子保健課 
 

事務局 

 横内 瑛 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 
プリンシパル 

 

 下松 未季 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 
  シニアコンサルタント 

 

 舘花 美沙子 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 
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  シニアコンサルタント 
 

 久保田 太輝 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 

  コンサルタント 
 

 金野 凜 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 

  コンサルタント 
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（２） アンケート調査 

●当事者向けアンケート調査 

当事者向けアンケートについては、インターネットアンケートにより過去 3 年以内に流

産・死産を経験された女性を対象に実施した。具体的には、インターネットアンケートの委

託調査会社の有するモニターより対象者を抽出し、1,030 人（有効回答数 1,007）より回答

を得た。調査は令和 6 年 11 月 14 日（木）～令和 6 年 11 月 19 日（火）にかけて実施した。 

 

●医療機関向けアンケート調査 

医療機関向けアンケートについては、日本産婦人科医会より分娩取扱い医療機関並びに

妊婦健康診査事業実施機関 3,742 件の機関情報を提供いただき、郵送にてアンケートを配

布した。各医療機関には、URL 及び二次元バーコードから WEB 形式のアンケート画面に

アクセスいただき、786 件/3,742 件（回答率 21.0%）の回答を得た。調査は令和 6 年 12 月

2 日（月）～令和 6 年 12 月 20 日（金）にかけて実施した。 

 

 

（３） ヒアリング調査の実施 

1）ヒアリング調査対象の抽出 

（２）の医療機関向けアンケート調査の結果を踏まえ、「ヒアリング可能」と回答があ

った医療機関のうち、自治体との連携状況、病院の規模、地域性等を考慮し、ヒアリング

調査対象を抽出した。 

 

2）ヒアリング調査の実施概要 

ヒアリングは対面とオンラインを併用して行った。以下にヒアリングにご協力いただい

た医療機関を記す。この場を借りてご協力いただいた全ての医療機関のご担当者の皆様に

感謝申し上げる。 

 

 

図表 1 調査対象とした医療機関とヒアリング調査実施時期 

＃ 医療機関名 所在市区町村 実施日 

1 伊東市民病院 静岡県伊東市 令和 7（2025）年

2 月 12 日 

2 医療法人さとうウィメンズ

クリニック 

山形県天童市 令和 7（2025）年

2 月 13 日 

3 国立病院機構小倉医療セン

ター 

福岡県北九州市 令和 7（2025）年

2 月 20 日 
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第2章 

アンケート調査
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1. 調査手法  

1-1 当事者向けアンケート調査の概要  

（１） 調査対象 

当事者調査については、インターネットの委託業者のモニターから、過去 3 年以内に流

産・死産（人工妊娠中絶を除く）を経験した方を対象に調査を実施した。 

（２） 調査方法 

アンケート調査会社に委託し、インターネットアンケートを実施した。委託調査会社のモ

ニターに対してスクリーニング調査を実施し、その中から調査対象に該当する方にご回答

いただく形で実施した。 

スクリーニング条件：過去 3 年以内に流産・死産（人工妊娠中絶を除く）を経験した方 

（３） 調査内容 

調査項目は以下のとおりである。なお、巻末の参考資料に調査票を掲載する。 

 

図表 2 当事者アンケート項目一覧 

 

 

（４） 調査期間 

令和 6 年 11 月 14 日（木）～令和 6 年 11 月 19 日（火）にかけて実施した。 

（５） 回収結果 

委託業者のモニターにスクリーニング調査行い、スクリーニング条件に該当する 10,316

人の中から 1,030 件の回答を回収した。そのうち、自由記述欄において、「流産の経験がな

い」等の記載があるなど調査対象者に該当しないと判断されたもの等を除外し、有効回答を

1,007 件とした。 
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1-2 医療機関向けアンケート調査の概要  

（１） 調査対象 

全国の分娩取扱い医療機関並びに妊婦健康診査事業実施機関 3,742 件を対象に調査を実

施した。 

（２） 調査方法 

公益社団法人日本産婦人科医会の承諾を得て、分娩取扱い医療機関並びに妊婦健康診査

事業実施機関の情報をご提供いただき、医療機関に郵送でアンケーを送付した。URL もし

くは二次元バーコードから WEB 形式のアンケートにご回答いただく形で実施した。 

（３） 調査内容 

調査項目は以下のとおりである。なお、巻末の参考資料に調査票を掲載する。 

図表 3 医療機関アンケート項目一覧 

 

 

（４） 調査期間 

令和 6 年 12 月 2 日（月）～ 令和 6 年 12 月 20 日（金）にかけて実施した。 

（５） 回収結果 

情報をご提供いただいた分娩取扱い医療機関並びに妊婦健康診査事業実施機関 3,742 件

に書簡を郵送し、回収した 786 件（回収率 21.0%）を有効回答とした。 

調査項目は以下のとおりである。なお、巻末の参考資料に調査票を掲載する。 
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2. 当事者向けアンケート調査結果  

2-1 調査結果の概要  

当事者向けアンケートについて、調査結果概要は以下の通り。詳細の結果については、次

項にて詳述する。なお、本調査はインターネットでのアンケート調査であるため、回答者が

モニター登録者に限られることや、アンケートへの回答に同意した人のみが回答している

ことなどによるバイアスを否定できない可能性がある。 

 

図表 4 調査結果概要（つらさや必要な支援・相談内容等） 

 

図表 5 調査結果概要（自治体及び医療機関からの支援） 
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2-2 調査結果の詳細  

 過去 3 年以内に流産・死産を経験された方の半数以上が、妊娠 12 週未満の時期に経験し

ていた。 

流産と死産の割合について、本調査はインターネットアンケートであるため対象が委託

業者のモニターに限定されており、またアンケートへの回答に同意いただける方のみ回答

いただいているため、流産・死産の経験者の割合は一般的な流産・死産の件数の割合とは異

なる可能性が考えられる。 

図表 6 直近の流産・死産の経験時期 

 

 

流産・死産経験時の母子健康手帳交付有無については、「母子健康手帳の交付の前」が

59.0%、「母子健康手帳の交付の後」が 21.0%、「わからない」が 20.1％であった。 

図表 7 流産・死産経験時の母子健康手帳の交付有無 
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流産・死産のつらさが日常生活に支障をきたした頻度については、「しばしばあった」が

28.1%で最も高く、次いで「たまにあった」が 25.2％、「わからない・答えたくない」が 18.6％

であった。 

図表 8 流産・死産のつらさが日常生活に支障をきたした頻度 

 

 

流産・死産を経験してから時間経過とともに必要と感じる支援については、全ての時期に

おいて、一定数「特にない」、「わからない」、「当該時期を経験していない」という回答がみ

られた。 

上記の選択肢を除いた場合、流産・死産と診断された直後は「身体のケア・身体について

の相談」が 33.0％で最も高く、次いで「次の妊娠に関する情報提供」が 20.9％、「精神科や

外部のカウンセリング機関の窓口の紹介」が 19.0％であった。これは、流産・死産の手術

後・処置後においても同様の傾向がみられた。 

１か月経ったころでは、「次の妊娠に関する情報提供」が 22.9％で最も高く、次いで「身

体のケア・身体についての相談」が 19.4％、「精神科や外部のカウンセリング機関の窓口の

紹介」が 14.4％であった。 

以降の時期でみると、いずれも「次の妊娠に関する情報提供」の割合が最も高かった。 

6 か月経ったころでは、「次の妊娠に関する情報提供が」が 18.2%で最も多く、次いで「身

体のケア・身体についての相談」が 11.6%、「流産・死産経験者の体験談や気持ちの変化に

関する情報提供」が 9.9%であった。 

1 年経ったころでは、「次の妊娠に関する情報提供が」が 14.0%で最も多く、次いで「身

体のケア・身体についての相談」が 7.9%であったが、「精神科や外部カウンセリング機関の

紹介」が 7.4%で 3 番目に多かった。 

1 年経って～現在では、「次の妊娠に関する情報提供が」が 10.2%で最も多く、次いで「流

産・死産経験者の体験談や気持ちの変化に関する情報提供」が 8.1%であった。 

 

「流産・死産を経験した直後」の項目の「当該時期を経験していない」という回答につい

て、本設問には「答えたくない」という項目を設けていなかったため、回答したくない方が
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「当該時期を経験していない」を選択した可能性等が考えられる。 

 

 

図表 9 それぞれの時期に必要だと感じた支援 
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流産・死産のつらさを感じたころに、「話したり相談した」内容として、「今後の妊娠・出

産」が 49.4％で最も高く、次いで「精神的な不調」が 42.6％、「身体的な不調」が 39.1％で

あった。 

また、「話したり相談をしたかったができなかった」内容として、「精神的な不調」が 26.2％

で最も高く、次いで「配偶者／パートナーとの、気持ちのすれ違い」が 23.3％、「配偶者／

パートナー以外の家族やこどもとの関係や対応」が 22.4％であった。 

なお、全ての選択肢において「特に話したり相談したいことはない」と回答した者も一定

数みられた。 

 

図表 10 流産・死産のつらさを感じていたころに、相談した内容 
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「流産・死産と診断された直後」以降に 1 度でも必要だと感じた支援について、経験時期

とのクロス集計を行った。なお、経験時期について「わからない・答えたくない」と回答し

ていた回答は除外した。 

流産・死産の経験時期が 12 週未満と 12 週以降でのクロス集計でみると、ほとんどの項

目において 12 週以降の当事者の方が必要だと感じた支援項目の割合が高かった。特に、「保

健師等の自治体専門職による訪問・面談」や「自治体の支援内容や窓口の紹介」といった自

治体の支援や、「ピアサポートグループ等の支援内容や窓口紹介」といった医療機関以外の

支援に対するニーズが高かった。 

一方で、「次の妊娠に関する情報提供」については、12 週未満が 52.5%、12 週以降が 51.9%

とその他や特にないといった回答を除くと唯一 12週以降の経験者の方がニーズの少ない項

目であった。 

 

図表 11 必要と感じた支援（経験時期とのクロス集計） 
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流産・死産のつらさを感じていた頃に話をきいてもらったり相談した相手は、「誰にも話

したり、相談していない」の選択肢を除くと、「配偶者/パートナー」が 72.7％で最も高く、

次いで、「配偶者/パートナー以外の家族や、親しい友人・知人など」が 34.8%、「産科医療

機関の医師」が 11.3％であった。 

図表 12 流産・死産のつらさを感じていた頃に話を聞いてもらったり相談した相手 
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流産・死産のつらさを感じていた頃に話を聞いてもらった相手については、妊娠時期が 12

週以降の方が産科医療機関の医師や看護師・助産師、心理職といった医療関係者に話を聞い

てもらった割合が高かった。 

また、配偶者/パートナーに話を聞いてもらった割合は 12 週以降の方が高いのに対して、

配偶者/パートナー以外の家族や知人等に話を聞いてもらった割合は 12 週未満の経験者の

方が割合が高かった。 

図表 13 流産・死産のつらさを感じていた頃に、話を聞いてもらったり相談した相手（経験時期

とのクロス集計） 
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図表８において「誰にも話したり、相談していない」と回答した者（n=139）が、誰にも

相談しなかった理由は「特に相談する必要性を感じなかった」が 61.9%で最も多く、次いで

「相談しても変化が期待できない（仕方ない）と思った」が 11.5％、「相談しようとしたが、

聞いてもらえなかった」が 10.8%であった。 

図表 14 誰にも相談しなかった理由 
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誰かに話を聞いてもらったり、相談できたとしたら、どのような方法で相談したかったか

について、「対面で（１対１、１対２などの少人数で）」が 64.8%で最も多く、次いで「SNS

やチャット等のやり取りで」が 22.8%、「メールで」が 14.5%であった。 

図表 15 どのような方法で相談したかったか 
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自治体の相談窓口の保健師等に相談したきっかけとして、「医療機関で勧められて」が

63.3％で最も高く、次いで「自治体のホームページや広報誌などをみて」が 60.0％、「家族

や友人・知人に勧められて」が 40.0％であった。 

図表 16 自治体の相談窓口の保健師等へ相談したきっかけ 
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精神科や心療内科の医師、看護師、心理職等に相談したきっかけは、「産科医療機関から

の紹介」が 48.8％で最も高く、次いで「産科医療機関以外（精神科など）などからの紹介」

が 46.3％、「家族や友人・知人に勧められて」が 39.0％であった。 

流産や死産を経験した人に相談したきっかけは、「家族や友人・知人に勧められて」が

39.2％で最も高く、次いで「SNS を通じて」が 32.0％、「通っていた産科医療機関からの紹

介」が 20.6％であった。 

ピアサポートグループに相談したきっかけは、「産科医療機関以外（精神科など）などか

らの紹介」及び「SNS を通じて」がいずれも 68.4%で最も高く、次いで「通っていた産科

医療機関からの紹介」が 57.9％であった。 

 

 

図表 17 医師・看護師・心理職等や流産や死産を経験した人、ピアサポートグループに相談した

きっかけ 
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自治体から受けた支援は、「配偶者/パートナーや家族・親族との関係に関する相談」が

17.3%で最も高く、次いで「カウンセリング等、専門職による心理面の相談」が 15.8％、「次

の妊娠に向けての情報提供」が 13.7％であった。 

 

図表 18 自治体から受けた支援 
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自治体からの支援に対する感想とニーズとして、「支援されたことのうち、良かったこと」

は、「カウンセリング等、の心理面の相談」が 73.0%で最も高く、次いで「配偶者／パート

ナーや家族等との関係に関する相談」70.7%、「傾聴」が 66.7％であった。 

一方で、「支援されなかったことのうち、支援してほしかったこと」は、「次の妊娠に向

けての情報提供」が 19.3%で最も高く、次いで「カウンセリング等、専門職による心理面

の相談」が 14.9％、「配偶者／パートナーや家族・親族との関係に関する相談」が 13.4％

であった。 

 

図表 19 自治体から支援されたことのうち良かったこと及び支援されなかったことのうち支援し

てほしかったこと 
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医療機関から受けた支援では、「特にない」を除くと、「身体の不調や回復など、体調に関

する相談」が 24.5％で最も高く、次いで「気持ちの落ち込みやつらさなど、精神的な症状に

関する相談」が 24.1％、「次の妊娠に向けての情報提供」が 20.2％であった。 

 

図表 20 医療機関から受けた支援 
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医療機関から受けた支援のうち、ほとんどすべての項目で半数以上の人が良かったと回

答していたが、「その他」を除くと「ピアサポートグループへの紹介」の割合が最も低く、

45.2%であった。 

一方で、支援してほしかった内容として、「体調に関する相談」が 20.8%で最も割合が高

かった。次いで、「精神的な症状に関する相談」、「次の妊娠に向けての情報提供」の順に割

合が高かった。これらは上記の医療機関から受けた支援でも上位 3 項目を占めている内容

である。 

 

図表 21 医療機関から支援されたことのうち良かったこと及び支援されなかったことのうち支援

してほしかったこと 
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3. 医療機関向けアンケート調査結果  

3-1 調査結果の概要  

医療機関向けアンケートについて、調査結果概要は以下のとおり。詳細の結果については、

次項にて詳述する。 

図表 22 調査結果概要（基本情報・相談内容） 

 

図表 23 調査結果概要（支援内容・支援体制・自治体との連携） 

 

 

図表 24 調査結果概要（支援実施上の課題・情報資材） 
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3-2 調査結果の詳細  

妊婦健康診査および分娩の実施状況について、「妊婦健康診査のみ実施」が 34.0%、「妊婦

健康診査および分娩の両方を実施」が 61.8%、「いずれも実施していない」が 4.2%であっ

た。 

図表 25 妊婦健康診査および分娩の実施状況 

 

 

施設の類型について、「病院」が 37.4%、「有床診療所」が 35.2%、「無床診療所」が 27.4%

であった。 

図表 26 施設の類型 
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図表 18 で「病院」と回答した医療機関（n=294）について、施設の機能は「総合周産期

母子医療センター」が 15.3%、「地域周産期母子医療センター」が 34.4%、「該当なし」が

50.3%であった。 

図表 27 施設の機能 

 

 

精神科、心療内科、またはそれらに類する診療科を有しているかどうかについて、「有し

ている」が 23.5%、「有していない」が 76.5%であった。 

図表 28 精神科、心療内科、またはそれらに類する診療科の有無 
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図表 20 で精神科、診療科、それらに類する診療科を「有している」と回答した医療機関

（n=185）について、ご回答いただいた科との連携有無は、「連携している」が 85.9%、「連

携していない」が 14.1%であった。 

図表 29 精神科、心療内科、またはそれらに類する診療科との連携 
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図表 18 で「病院」または「有床診療所」と回答した医療機関（n=571）について、「医療

機関全体の病床数」および「産科単科、婦人科単科、産科・婦人科等の混合の病床数」は以

下のとおりであった。 

図表 30 医療機関全体の病床数と、産科単科、婦人科単科、産科・婦人科等の混合の合計病

床数 
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今回、調査に回答いただいた医療機関のうち、妊婦健康診査および分娩の両方を実施して

いる医療機関の分娩件数・死産件数・流産の手術件数は以下のとおりであった。 

図表 31 医療機関の分娩件数（2023年の実績値） 

 

図表 32 医療機関の死産・流産の件数（2023年の実績値） 

 

 

  

                                                                  

     

     

                    

     

  

   

   

   

   

    

      

    

    

     

     

     

     

     

     

     

          

        

     

                    
        

     
     

  

   

   

   

   

    

      

    

    

     

     

     

     

     

     

     

          

           

     



34 

 

 

当事者から受ける相談内容として、「次の妊娠に関する内容」が 78.1%で最も高く、次い

で「身体の不調や回復など、体調に関する内容」が 60.7%、「気持ちの落ち込みやつらさな

ど、精神的な症状に関する内容」が 57.0%であった。 

当事者のパートナー、家族・親族から受ける相談内容として、「相談を受けることはない」

が 53.3%で最も高く、次いで「次の妊娠に関する内容」が 32.4%、「気持ちの落ち込みやつ

らさなど、精神的な症状に関する内容」が 21.6％であった。 

 

図表 33 流産・死産を経験した当事者やその配偶者/パートナーから受ける相談内容 
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過去 1 年で当事者本人から受ける相談内容として多かったもの上位３つをみると、「次の

妊娠に関する内容」が 82.2%で最も高く、次いで「気持ちの落ち込みやつらさなど、精神的

な症状に関する内容」が 72.8％、「身体の不調や回復など、体調に関する内容」が 61.0％で

あった。 

過去 1 年で当事者のパートナー、家族・親族等から受ける相談内容として多かったもの

上位３つをみると、「次の妊娠に関する内容」が 83.9％、「気持ちの気持ちやつらさなど、精

神的な症状に関する内容」が 80.9％、「身体の不調や回復など、体調に関する内容」が 65.9％

であった。 

 

図表 34 当事者本人からの相談内容として、過去 1年間で最も多いもの（最大で 3つ選択） 

 

 

  



36 

 

 

図表 35 当事者の配偶者/パートナーや家族・親族からの相談内容として、過去 1年間で最も

多いもの（最大で 3つ選択） 
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相談を受けた内容のうち、支援を行っている内容として、「身体の不調や回復など、体調

に関する内容」が 91.1％で最も高く、次いで「自治体の支援や手続きに関する内容」が 90.8％、

「気持ちの落ち込みやつらさなど、精神的な症状に関する内容」が 89.9％であった。 

図表 36 相談を受けた内容のうち、行っている支援の内容 
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施設の類型で、病院・有床診療所・無床診療所の３つに区分し、支援の担当者についてク

ロス集計したところ、医師の担当割合は病院と有床診療所は 70%台であるのに対して、無

床診療所では 92.8%、助産師の担当割合は病院と有床診療所が 80%近くあるのに対して、

無床診療所では 31.2%であった。 

また、病院では心理職の担当割合が 38.7%と、有床診療所と無床診療所が５％以下であるの

に対して大きな差があった。 

図表 37 支援の担当者（施設の機能とのクロス集計） 
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当事者を支援する際の自治体との連携有無について、「ある」と回答した医療機関は 30.4%

であった。また、施設の類型ごとにみると、「病院」では 43.2％、有床診療所で 31.0%、無

床診療所で 12.1%であった。 

図表 38 当事者に関して、自治体と連携し支援することがあるか 

 

 

図表 39 当事者に関して、自治体と連携し支援することがあるか（施設の機能とのクロス集計） 
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自治体との連携を判断する基準は、「医師や看護師・助産師等が連携が必要が必要と判断

した場合」94.1%「当事者やその家族・親族等からの希望があった場合」で 53.1%、「質問

票・スクリーニング等のスコアで一定の基準値を超えた場合」が 46.0%であった。 

図表 40 自治体との連携を判断する基準 

 

 

 

連携の判断基準にスクリーニング項目を用いている 46.0%のうち、自治体への連携有無

の判断に「エジンバラ産後うつ病質問票（EPDS）」を用いている医療機関は 97.3%であっ

た。 

図表 41 自治体への連携有無を判断する際に使用しているスクリーニング項目 
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自治体と連携実績がある医療機関の連携体制は、1 年間で 1 回以上個別ケースごとに連携

を取っている機関が合計 38.2%、1 年間で 1 回以上自治体と定期的な会議体や連絡会議を行

っている機関が合計 22.6%、1 年間で 1 回以上自治体と研修会・勉強会などを行っている自

治体が 21.8%であった。 

「分からない」という回答については、妊婦に関する自治体との情報連携体制を築いてい

るものの、実施回数が分からないという可能性が考えられる。 

 

図表 42 自治体との連携体制として、それぞれの件数や開催回数（2023年の実績値） 
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自治体と連携する際の連携方法は、「電話」が 86.6%で最も高く、次いで「書面の郵送」

が 54.0%、「対面」が 25.5％であった。 

自治体と連携する情報として、「当事者の精神状態」が 94.6%で最も高く、次いで「流産・

死産の時期・経緯を連携している」が 77.0%、「当事者の身体的状態」が 76.2%であった。

その他で「ケースバイケース」や「本人の希望を聞いてから保健師に連絡する」といった回

答もあった。 

図表 43 自治体と連携する場合の連絡方法 

 

図表 44 自治体へ連携する情報 
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一方で、自治体と連携していない理由としては、「自治体でどういった支援が受けられる

か分からない」が 46.8%で最も高く、次いで「自治体に連携すべき事例が分からない」が

34.2％、「自治体の相談窓口が分からない」が 31.1％であった。 

「その他」では、「院内で支援が完結している」や「本人からの相談が無かった」、「本人

から連携の同意が得られなかった」という回答が多くみられた。 

図表 45 自治体と連携していない理由 
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当事者への支援実施上の課題として、「当事者の状態・支援ニーズの把握」が 62.6%で最

も高く、次いで、「医療機関内の支援担当者の知識・スキル向上」が 39.7%、「精神科医療機

関への連携」が 36.5%であった。 

その中で、当事者への支援として強化したいものは、「当事者本人の精神面に関する支援」

が 67.3%で最も高く、次いで「当事者の配偶者／パートナー・家族・親族の精神面に関する

支援」が 43.5％、「グリーフケアに関する支援」が 41.3％であった。 

図表 46 当事者への支援実施上の課題 

 

図表 47 当事者への支援としてより強化したいもの 
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情報提供資材に掲載する内容としてニーズのあるものについて、「次の妊娠に関する情報」

が 66.9%で最も高く、次いで「精神科や外部カウンセリング機関の窓口の情報」が 47.6%、

「自治体の支援内容や窓口の情報」が 39.9％であった。 

 

図表 48 情報提供資材に掲載する内容として、ニーズのあるもの 
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第3章 

取組事例へのヒアリング調査 
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1. ヒアリング調査の概要  

1-1 ヒアリング調査の概要  

（１） 調査対象 

本調査研究においては、3 医療機関に対してヒアリングを行った。 

ヒアリング対象は、医療機関向けアンケートにて「ヒアリング可能」と回答があった医療

機関のうち、自治体との連携状況、病院の規模、地域性を考慮し、３医療機関を選定した。

詳細は下記のとおりである。 

 

図表 49 ヒアリング対象医療機関 

 

 

（２） 調査機関 

令和 7 年 2 月 12 日から令和 7 年 2 月 20 日にかけて調査を実施した。 

 

 

（３） 調査内容 

医療機関が当事者から受ける相談内容や支援実施体制、自治体との連携状況や連携にお

ける課題等を中心にヒアリングを実施した。具体的なヒアリング項目は下記のとおりで

ある。 
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図表 50 ヒアリング項目 

 

 

（４） 結果概要 

いずれの医療機関でも、当事者の支援にあたる職種は助産師が多いとの回答であった。相

談・支援にかかる時間はケースによるものの、5～10 分程度の場合もあれば 1 時間以上の傾

聴の時間を設ける場合もある。 

また、いずれの医療機関でも自治体と定期的な連絡会や共有会を行っているものの、複数

の自治体から妊産婦が通う医療機関の場合、すべての自治体と定期的に連絡会を行うこと

が難しい場合もあることが明らかになった。また、自治体によって対応や対応の必要性の認

識が異なる場合があるとの声もあった。さらに、支援にあたる助産師・看護師等のスキルの

向上や学びの機会の提供を課題と感じている医療機関もあった。 
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2. 調査結果  
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第4章 

総括 



59 

 

 

1. 総括  

1-1 流産・死産に係る支援の現状と課題  

 本調査研究では、流産・死産に係る支援について、当事者のニーズや課題、求められてい

る支援及び医療機関が行っている支援の実態や自治体との連携状況を調査した。 

 

 

図表 51  流産・死産に係る支援の現状と課題 
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（１） 当事者のニーズ及び課題 

流産・死産のつらさが日常生活に支障をきたすことがあったと回答した人は 53.3%であ

った。また、流産・死産の経験のつらさについて、周囲に相談をしている人が一定数いる一

方で、「誰にも話したり、相談していない」という回答が 13.8%あった。誰にも相談しなか

った場合の理由について、「誰に相談できるのか分からない」（10.1%）、「身近に相談する先

がなかった」（9.4％）、「どんなことを相談できるのか分からなかった」（3.6%）などがあっ

た 

このように、当事者のなかには流産・死産経験後 1 年以上経過していても身体面及び精

神的な支援を必要とする方が存在することが明らかになった。また、誰にもつらさを相談し

ていない人も一定数存在し、その理由として相談先や相談できる内容がわからないという

項目もあがっていたことから、相談先や支援のさらなる周知が必要であると考えられた。 

 

過去には、令和 2 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「流産や死産等を経験した女

性に対する心理社会的支援に関する調査研究」が、流産・死産を経験した女性の心理社会的

ケアへのニーズを整理し、行政の支援体制の整備・強化につなげることを目的として実施さ

れた。その中で、流産・死産を経験した方の心理社会的ニーズを把握するために、流産・死

産を経験した女性を対象に行われたインターネット調査では、67.8%が「つらさが日常生活

に支障をきたすことがあった」と回答していた。回答者属性分布が異なるため正確な比較で

はないものの、今回の調査では日常生活に支障をきたすつらさを抱える人はやや減少して

いたといえる。 

誰にも相談しなかった場合の理由については、「身近に相談する先がなかった」「誰に相談

できるのかわからなかった」等、相談先がない・分からないといったような理由を含め、令

和 2 年度調査と比較し今回はいずれの項目も選択割合が減少していた。 
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図表 52 流産・死産によるつらさが日常生活に支障をきたした影響（令和２年度調査と令和６

年度調査の比較） 

 

 

 

図表 53 誰にも相談しなかった理由（令和２年度調査と令和６年度調査の比較） 
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（２） 医療機関が行う支援の実態及び課題 

 医療機関については、当事者からの相談を受けた際、個々の相談内容に応じて身体面・精

神面共に多くの支援を実施しているものの、当事者のニーズの把握に課題を感じている割

合が 62.6%であることが明らかになった。ヒアリングを行った医療機関でも、周囲の環境な

どに配慮しながら、主に助産師が支援を担当していたが、支援にあたる助産師・看護師等の

スキルの向上に課題を感じている医療機関もあり、支援者のスキルの向上は当事者のニー

ズを取りこぼしなく把握するためにも重要であると考えられた。 

 

（３） 医療機関と自治体の連携状況及び課題 

 

相談内容の有無に関わらず、30.4％の医療機関で、当事者の同意を得て自治体と連携して

いる。また、規模が大きく、高度な機能を有する医療機関ほど、自治体と連携している割合

が高いことが明らかになった。また、「自治体と連携している」と回答した医療機関のうち、

「個別のケースごとに連携を取っている」が 38.2％、「定期的な会議体や連絡会議を行って

いる」が 22.6％、「研修会・勉強会などを行っている」が 21.8％であった。「医療機関と自

治体と連携している」と回答した自治体の約半数は、個別のケースごとの連携にとどまって

おり、定期的な会議体や連絡会議の開催までにはいたっていない。また、研修会・勉強会等

の開催も 2 割程度にとどまっている。さらに、自治体と連携していない理由として、「自治

体でどういった支援が受けられるか分からない」（46.8％）、「自治体に連携すべき事例が分

からない」（34.2％）などがあがった。 

 

このように、規模が大きく高度な機能を有する医療機関ほど自治体と連携している割合

が高いが、「医療機関と自治体が連携している」と回答した自治体の約半数は、個別のケー

スごとの連携にとどまっており、定期的な会議体や連絡会議の開催までにはいたっていな

いことが明らかになった。当事者への支援拡充のためには、自治体と医療機関の連携体制の

強化が求められる。ヒアリングをした医療機関では、いずれも自治体と定期的な連絡会や共

有会を行い当事者の情報を連携していたものの、複数の自治体から妊産婦が通う医療機関

の場合、すべての自治体と定期的に連絡会を行うことが難しいという声があった。また、自

治体によって対応や対応の必要性の認識が異なるため、行政の対応の平準化を求める声も

あがった。 

 

（４） 調査結果を受けて考えられる施策 

これらの結果を受けて、当事者のニーズの把握・支援提供には、誰にもつらさを相談でき

ない人をなくすため相談先や支援のさらなる周知を行うこと、より取りこぼしなく当事者

のニーズを把握するため最初のタッチポイントとなる医療機関の支援者のスキル向上や支
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援体制の充実を図ることが求められる。 

また、切れ目のない支援の実施のためには、医療機関と行政の連携が必須であり、とくに

医療機関が複数の自治体と効率よく連携するためにも、行政の行う支援の明確化・対応の標

準化が必要になると考えられる。 
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参考資料① 当事者向けアンケート 

調査票 
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参考資料② 当事者向けアンケート 

調査結果 
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Q1 直近の流産・死産のご経験時期について、当てはまるものをお選びください。 

※以降の設問において、流産・死産のご経験が複数回ある方は直近の流産・死産のご経験に

ついてお答えください。 

図表 54 直近の流産・死産の経験時期 

 

 

 

Q2 直近の流産・死産のご経験は、母子健康手帳の交付の前ですか、後ですか。 

図表 55 流産・死産経験時の母子手帳の交付有無 
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Q3 あなたが流産や死産によるつらさを最も感じていた頃に日常生活に支障をきたすこと

はありましたか。 

図表 56 流産・死産のつらさが日常生活に支障をきたした頻度 

 

 

 

Q4 それぞれの時期にどのような支援を必要と感じていましたか。以下、当てはまるものを

全てお答えください。 

※まだ該当の時期を経験していない方は「当該時期を経験していない」をお選びください。 

図表 57 それぞれの時期に必要だと感じた支援 
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Q5 あなたが流産や死産によるつらさを感じていた頃に、以下のそれぞれの項目の内容の

話を聞いてもらったり相談したりしましたか。あるいは聞いてほしかったり相談したかっ

たですか。 

図表 58 流産・死産のつらさを感じていたころに、相談した内容 
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Q7 あなたが流産や死産によるつらさを感じていた頃に、誰に話を聞いてもらったり相談

したりしましたか。話を聞いてもらったり、相談した相手を全てお選びください。 

図表 59 流産・死産のつらさを感じていたころに話を聞いてもらったり相談した相手 
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Q8 誰にも相談しなかったのは何故ですか。以下の中から、当てはまるものを全てお選びく

ださい。 

図表 60 誰にも相談しなかった理由 
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Q9 自治体の相談窓口の保健師等に相談しなかったと回答した方にお尋ねします。相談し

なかったのは何故ですか。以下の中から、当てはまるものを全てお選びください。 

図表 61 自治体の相談窓口の保健師等に相談しなかった理由 
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Q10 自治体の相談窓口の保健師等へ相談したきっかけはなんですか。以下の中から当ては

まるものを全てお答えください。 

図表 62 自治体の相談窓口の保健師等へ相談したきっかけ 
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Q11 次の相談先をどのように知りましたか。以下の中から当てはまるものを全てお答えく

ださい。 

図表 63 医師・看護師・心理職等や流産や死産を経験した人、ピアサポートグループに相談した

きっかけ 
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Q12 流産・死産経験時に誰かに話を聞いてもらったり相談できたとしたら、どのような方

法で相談したかったですか。以下の中から当てはまるものを全てお答えください。 

図表 64 どのような方法で相談したかったか 
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Q13 あなたの流産や死産のご経験において、自治体からの支援で、「支援してもらったこ

と」、「支援してもらい、良かったこと」、「支援してほしかったこと」をそれぞれ全てお答え

ください。 

図表 65 自治体から受けた支援 
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図表 66 自治体から支援されたことのうち良かったこと及び支援されなかったことのうち支援し

てほしかったこと 
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Q14 あなたの流産や死産のご経験において、医療機関からの支援で、「支援してもらったこ

と」、「支援してもらい、良かったこと」、「支援してほしかったこと」をそれぞれ全てお答え

ください。 

図表 67 医療機関から受けた支援 
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図表 68 医療機関から支援されたことのうち良かったこと及び支援されなかったことのうち支援

してほしかったこと 
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参考資料③ 医療機関向けアンケート 

調査票 
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参考資料④ 医療機関向けアンケート 

調査結果
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Q1 妊婦健康診査および分娩の実施状況について、当てはまるものをお選びください。 

図表 69 妊婦健康診査および分娩の実施状況 
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Q2 貴院の所在都道府県をお選びください。 

図表 70 回答の都道府県別分布 

 

図表 71 都道府県別の回答数 

都道府県名 回答数 

北海道 26 

青森県 5 

岩手県 5 

宮城県 15 

秋田県 9 

山形県 6 

福島県 13 

茨城県 23 

栃木県 10 

群馬県 9 

埼玉県 29 

千葉県 31 

東京都 89 

神奈川県 50 

新潟県 12 

富山県 9 

石川県 10 

福井県 5 

山梨県 7 

長野県 11 

岐阜県 13 
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静岡県 27 

愛知県 41 

三重県 9 

滋賀県 8 

京都府 21 

大阪府 66 

兵庫県 32 

奈良県 5 

和歌山県 11 

鳥取県 5 

島根県 5 

岡山県 7 

広島県 21 

山口県 10 

徳島県 6 

香川県 3 

愛媛県 10 

高知県 5 

福岡県 41 

佐賀県 5 

長崎県 12 

熊本県 12 

大分県 9 

宮崎県 6 

鹿児島県 11 

沖縄県 11 
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Q3 貴施設の類型として、当てはまるものをお選びください。 

図表 72 施設の類型 

 

 

 

Q4 【Q3で「病院」選択した方】 

貴施設の機能として、当てはまるものをお選びください。 

図表 73 施設の機能 
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Q5 貴院では精神科、心療内科、またはそれらに類する診療科を有していますか。当てはま

るものをお選びください。 

図表 74 精神科、心療内科、またはそれらに類する診療科の有無 

 

 

 

Q6 【Q5で「有している」を選択した方】 

貴科では精神科、心療内科、またはそれらに類する診療科と連携していますか。当てはまる

ものをお選びください。 

図表 75 精神科、心療内科、またはそれらに類する診療科との連携 
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Q7 【Q3で「病院」または「有床診療所」を回答した方】 

貴院の病床数をお答えください。 

（１）医療機関全体の病床数 

（２）産科単科、婦人科単科、産科・婦人科等の混合の合計病床数 

図表 76 医療機関全体の病床数と、産科単科、婦人科単科、産科・婦人科等の混合の合計病

床数 
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Q8 【Q1で選択肢「妊婦健康診査および分娩の両方を実施」を選んだ方】 

貴院の１年間の分娩件数（2023年１月１日～2023年 12月 31日の実績）をお答えください。 

図表 77 医療機関の分娩件数（2023年の実績値） 
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Q9 貴院の月間の流産・死産の件数について、お聞きします。１年間の死産件数、流産の手

術件数（2023年１月１日～2023年 12月 31日の実績）をお答えください。分からない場合

は「0000」とご記入ください。 

（１）死産 

（２）流産の手術件数 

図表 78 医療機関の死産・流産の件数（2023年の実績値） 
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Q10 貴院の妊婦健康診査や分娩の情報は、どのように管理していますか。 

図表 79 妊産婦健康診査や分娩の情報管理方法 
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Q11 流産・死産を経験した当事者やその配偶者/パートナー・家族・親族からの相談につい

てお聞きします。貴院では、流産・死産を経験した当事者やその配偶者/パートナー・家族・

親族からどのような相談を受けていますか。 

相談内容として当てはまるものを全てお選びください。とくに相談を受けることがない場

合は、「相談を受けることはない」をお選びください。 

図表 80 流産・死産を経験した当事者やその配偶者/パートナーから受ける相談内容 
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Q14 【Q11の「項目：当事者本人からの相談」で「相談を受けることはない」以外を選択し

た方】 

Q11で選択した、流産・死産を経験した「当事者本人からの相談内容」として、過去１年間

で多いものをそれぞれ上から最大 3つお選びください。 

図表 81 当事者本人からの相談内容として、過去 1年間で最も多いもの（最大で 3つ選択） 
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Q15 【Q11の「項目：当事者の配偶者/パートナーや家族・親族からの相談」で「相談を受

けることはない」以外を選択した方】 

Q11で選択した、流産・死産を経験した「配偶者/パートナー・家族・親族からの相談内容」

として、過去１年間で多いものをそれぞれ上から最大３つお選びください。 

図表 82 当事者の配偶者/パートナーや家族・親族からの相談内容として、過去 1年間で最も

多いもの（最大で 3つ選択） 
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Q16 【Q11で「相談を受けることはない」以外を選択した方】 

流産・死産を経験した当事者への支援についてお聞きします。Q11で選択した相談内容につ

いて、貴院では支援を行っていますか。当てはまる方をお選びください（ここでいう支援に

は、別の医療機関の案内、自治体の窓口やサポートグループの紹介・案内等を含みます）。 

 

図表 83 相談を受けた内容のうち、行っている支援の内容 
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Q17 【Q16で一つでも「支援している」を選択した方】 

流産・死産を経験した当事者への支援についてお聞きします。貴院の行っている流産・死産

を経験した当事者への支援内容として、当てはまるものをお選びください。（複数選択） 

図表 84 流産・死産を経験した当事者への支援内容 
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Q18 【Q16で一つでも「１.支援している」を選択した方】 

Q15 で選択した支援の主な担当者は誰ですか。当てはまるものをお選びください。（複数選

択） 

図表 85 支援の担当者 
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Q19 貴院では、流産・死産を経験した当事者に関して、自治体と連携し支援することがあ

りますか。当てはまるものをお選びください。（ここでいう連携は、本人の同意を得て、自

治体に支援を依頼したり情報提供等をすることなどを指しています。） 

図表 86 当事者に関して、自治体と連携し支援することがあるか 

 

 

 

Q20 【Q19で選択肢「ある」を選択した方】 

どういった場合に自治体と連携しますか。当てはまるものをお選びください。 

図表 87 自治体との連携を判断する基準 
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Q21 【Q20 で選択肢「質問票・スクリーニング等のスコアで一定の基準値を超えた場合」

を選択した方】 

使用しているスクリ―ニング項目として当てはまるものをお選びください。また、「独自で

作成している項目」「その他」を選択した場合、差し支えなければ、資材を添付いただけま

すでしょうか。 

図表 88 自治体への連携有無を判断する際に使用しているスクリーニング項目 
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Q22 【Q19で選択肢「ある」を選択した方】 

自治体との連携体制として当てはまるものについて、それぞれの件数や開催回数（2023 年

１月１日～2023 年 12 月 31 日の実績）をお答えください。行っていない場合は０とご記入

ください。分からない場合は「0000」とご記入ください。 

(1)個別のケースごとに必要に応じた件数 

(2)定期的な会議体や連絡会議など 

(3)研修会・勉強会など 

図表 89 自治体との連携体制として、それぞれの件数や開催回数（2023年の実績値） 
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Q23 【Q19で選択肢「ある」を選択した方】 

自治体と連携する場合の連絡方法について、当てはまるものをお選びください。 

図表 90 自治体と連携する場合の連絡方法 
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Q24 【Q19で選択肢「ある」を選択した方】 

自治体へ連携する情報として当てはまるものをお選びください。 

図表 91 自治体へ連携する情報 
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Q25 【Q19で選択肢「ない」を選択した方】 

自治体と連携していない理由について当てはまるものをお選びください。 

図表 92 自治体と連携していない理由 
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Q26 流産・死産を経験した当事者やその配偶者/パートナー・家族・親族等への情報提供資

材を利用（配布）していますか。当てはまるものをお選びください。 

図表 93 当事者やその配偶者/パートナー・家族・親族等への情報提供資材の利用 

 

 

  



111 

 

 

Q29 流産・死産を経験した当事者やその家族・親族等への情報提供資材に掲載する内容と

して、ニーズのあるものはどれですか。当てはまるものをお選びください。 

図表 94 情報提供資材に掲載する内容として、ニーズのあるもの 
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Q30 流産・死産を経験した当事者への支援を実施する上での課題として当てはまるものを

お選びください。 

図表 95 当事者への支援実施上の課題 
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Q31 流産・死産を経験した当事者への支援としてより強化したいものとして、当てはまる

ものをすべてお選びください。 

図表 96 当事者への支援としてより強化したいもの 

  

 

 

  

67.3%

43.5%

41.3%

24.2%

9.3%

13.2%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

   本           

       /          

  …

   フ        

        

          

     

    

    FA 

N=786



114 

 

Q33 今後本アンケートの内容について、追加でオンラインあるいはメール等書面でヒアリ

ング等をお願いさせていただくことがございます。貴医療機関におけるご対応可否につい

て、当てはまるものをお選びください。 

図表 97 ヒアリング等への協力可否 
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